
Dojima Law Office 2026.07 1/7

N e w s  L e t t e r Vol . /2026.07

C O N T E N T S

り、財産開示手続きにおいて、正当な理由がなく出頭しない場

合、あるいは財産開示の陳述をせず、または虚偽の陳述をした

場合などは、6ヶ月以下の拘禁刑又は 50万円以下の罰金に処

せられる（民事執行法 213条）など厳罰化されるとともに、債

権者の権利実現の実効性を高めるための方策の一つとして、後

述する「第三者からの情報取得手続」が設けられました。

2 第三者からの情報取得手続とは

金銭債権について執行力のある債務名義
2

を有する債権者（民

執法205Ⅰ①）や一般先取特権を有する債権者（民執法205Ⅰ②）

の申立てにより、執行裁判所が、債務者以外の第三者に対して、

債務者の財産に関する情報の提供を命じる決定をし、情報提供

命令を受けた第三者が裁判所に対して書面で回答する手続です。 

以下のとおり「預貯金債権等」「不動産」「給与等債権」の各情

報取得を求める3つの手続があり、その概要は、下表のとおり

です。

債務者の普通裁判籍の所在地（＝債務者の住所地）を管轄

する地方裁判所に申し立てる必要があり、専属管轄となりま

す。

3 申立の要件

財産開示手続と同様、以下のいずれかの要件を満たす必要

があります（以下、債権者が債務名義を取得している場合を

前提に説明します）。

①「強制執行又は担保権の実行における配当等の手続（申

立ての日より 6 月以上前に終了したものを除く。）におい

て、申立人が当該金銭債権の完全な弁済を得ることがで

1 はじめに

債権を有する債権者が訴訟提起し、勝訴判決を得ても、債

務者から任意に支払いが受けられず、かつ相手の財産も把

握できない場合、強制執行ができず、判決が「絵に描いた

餅」になることもまま起こりえます。そのような場合、財

産開示手続
1

を申し立てることにより、①債務者自身に全財

産をリストアップ（財産目録の提出）させることができ、②

預貯金だけでなく、給与債権（勤務先）、不動産、動産、債

権（売掛金等）を一括把握できる可能性があり、③開示さ

れた財産について、別途、差押え等強制執行の申立てを

することにより、現実の回収を図ることが期待できます。 

しかしながら、従来、債務者が裁判所からの呼出しを無視して

も、債務者に対する制裁は、30万円以下の過料のみで実際に

科せられないケースも多く、財産開示手続の実効性が乏しいと

言われていました。そこで、令和 2年の民事執行法の改正によ
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することを疎明する必要があるほか、申立ての日の前の 3 年

以内に財産開示期日における手続が実施されたことを証する

書面（財産開示期日調書の写しなど）を提出する必要があり

ます（なお、財産開示期日に債務者が出頭しなかった場合や

陳述を拒んだ場合等も含みます。）。

申立てに際して、「東京都及び大阪府」など都道府県単位で

場所を特定した所在地目録を添付し、その場所に債務者名義

の不動産があるか否かの情報提供を求めます（どの場所の不

動産情報を求める場合も、東京法務局が第三者となります）。

裁判所は、第三者からの情報取得手続の申立てについて要

件を満たすと判断すれば、情報取得命令を発令し、債務者に

対して情報提供命令正本を送達すると同時に、申立人（債権者）

に対しても同命令を送付します。債務者に情報提供命令が送

達されてから 1 週間経過後に情報提供命令が確定し、その後、

第三者に対して、情報提供命令正本が送付され、第三者から

裁判所に情報提供がされます。債権者は、裁判所から当該情

報が記載された書面の写しの交付をうけ、当該情報に基づき、

不動産の差押え等を行うことができます。

(3) 勤務先（給与債権）（民執法 206）

2 で述べたとおり、この申立てができるのは、養育費・婚

姻費用等、民事執行法 151 条の 2 第 1 項各号記載の請求権や、

生命又は身体の侵害による損害賠償請求権を有する債権者に

限定され、かつ、財産開示手続の申立てを先に行う必要があ

ります。この申立てにより、裁判所を通じて、（債務者の住所

地の）市町村や日本年金機構、公務員共済組合等から、債務

者の勤務先情報（社名・住所）を得ることが可能です。裁判

所の情報取得命令発令後の流れは、基本的に不動産の情報取

得に関するものと同様です。

5 実務上の留意点等

これら情報取得手続は、あくまでも財産開示手続を補完す

るものですが、預貯金等の情報取得については、財産開示の

先行申立てが不要であるため、従来の弁護士法 23 条の２に基

づくいわゆる全店照会による預金調査と並行して、預金等の

情報取得に活用できるほか、不動産情報取得についても、先

行して実施された財産開示期日において、債務者が不動産に

ついての情報を正確に開示していない疑いがあるときや、そ

もそも債務者が出頭しなかったため、財産に関する情報が取

得できなかった場合などに申立てることが想定されます。

きなかったとき」（民執法 197 Ⅰ①）

②「知れている財産に対する強制執行を実施しても、申立

人が当該金銭債権の完全な弁済を得られないことの疎明

があつたとき」（民執法 197 Ⅰ②）

たとえば、預金の差押えを試みたが、空振りだった場合な

どは、配当等の手続きは実施されていないため、②の要件に

基づき申立てることになり、実務的には、ほとんどの場合②

の要件に基づき申立てます。

また、上記に加えて、不動産、給与等債権の情報取得を求

める場合は、過去 3 年以内に財産開示期日における手続が実

施されていることが必要（民執法 205 Ⅱ）ですが、預金等債

権の情報取得を求める場合は、当該申立てを先行させる必要

はありません。

さらに、財産開示手続と同様、債務者について破産手続開

始決定、再生手続開始決定、更生手続開始決定、特別清算開

始決定等があったときは申立できません。

4 実際の手続の流れ

(1) 預貯金・株式等の情報取得（民執法 207）

上記 3 の要件（実務的には、②の強制執行をしても不奏功

に帰すること）を疎明するため、財産調査結果報告書を作成

する必要があります（これは財産開示手続を申立てる場合と

同様です）。

預貯金の場合、申立てに際し、債権者が情報を得たい（口

座がありそうな）金融機関を選択します（複数同時も可能。

支店名までは不要）。株式等の場合は、（口座がありそうな）

証券会社を選択します。第三者が増えることに一定の保管金

の予納が求められます。

裁判所は、第三者からの情報取得手続の申立てについて、

要件を満たすと判断すれば、情報取得命令を発令し、第三者

に対して、法定の情報を裁判所に提供することを命じます。（な

お、第三者は、情報提供するべき公法上の義務がありますが、

義務に違反しても制裁規定はありません）。

裁判所から、申立人（債権者）に対して、情報提供命令正

本が送付されると同時に、第三者（銀行等）に対し、情報提

供命令正本が送付されます。なお、債務者には送達されず、

第三者からの情報提供後に裁判所から債務者に送付される情

報提供通知により、当該命令が発令されたことを知ることに

なります。

債権者は、裁判所から、第三者（銀行等）から提供された

情報の書面の写しの交付を受けた（民執法 208）うえ、当該

情報に基づき、（債務者が同命令が発令されたことを知る前に）

銀行預金等をすみやかに差し押さえることにより回収を図る

ことができます。

(2) 不動産の情報取得（民執法 205）

預貯金等の情報取得と同様、強制執行をしても不奏功に帰

( 注 )

1　 債務名義を有する債権者の申立てにより、裁判所が債務

者（法人の場合は代表者）を呼出し、非公開の手続において、

債務者に宣誓のうえ、自己の財産について陳述させることに

より、債務者の財産を開示させる手続のことをいいます（民

執法 196 条以下）。

2　 確定判決、仮執行宣言付判決、公正証書（金銭債務）、調

停調書など
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り方に関する研究会」を再開した。・・買収を巡る関係者（特

に対象会社となり得る上場企業の取締役や、買収提案を行う

買収者、最終的に買収の成否を決定する一般株主）において、

本指針の趣旨が正しく理解された上で、実践される必要があ

る。そのための一層の取組みも求められるため、経済産業省

として、・・本指針の趣旨を広く周知・徹底していく。」
4

（経済

産業省「「企業買収における行動指針」の解釈について（案）」）

（2）例えば、本指針に従わなければ取締役の善管注意義務違

反となり損害賠償責任を負うのではないかと考える、ある

いは、指針に「望ましい買収か否かは、企業価値ひいては

株主共同の利益を確保し、又は向上させるかを基準に判断

されるべきである」とあることを「株主の利益が重要」と

読み、高い買収価格であれば望ましい買収であると解する

向きがある等、本指針の読み方について一部に誤解がある

といわれ、本指針が正しく理解されていないのではないか

との懸念から本指針の解釈指針を発することにつき検討が

開始されたということです
5

。

4　ポイント案・Q&A 案の概要

（1）ポイント案

ポイント案では以下のような項目について本指針への補足

説明が示されています。

・平時における企業価値向上に向けた取組みの重要性

・「望ましい買収」「企業価値」の意味、企業価値と買収価格

の関係

・買収提案を受領した時の対応

・真摯な買収提案に対する真摯な検討

・買収に応じる方針を決定する場合の取締役（会）の対応

・特別委員会の設置

・株主への情報・時間の提供

(2)　Q&A 案

Q&A 案は、ポイント案で示された方向性について具体的な

説例を示してさらに詳しく解説するとともに、本指針・ポイ

ント案では直接触れられていない本指針と取締役の善管注意

義務との関係などについても解説しているところが特徴です。

（3）ポイント案及び Q&A 案における主要項目

ア　本指針の位置付け

本指針はあくまでベストプラクティスを示した行動指針で

あって、取締役の善管注意義務違反や会社に対する損害賠償

義務の基準を示したものではありませんので、本指針の活用

にあたってはそのような本指針の位置付けを理解する必要が

あります。

Q&A 案にて、取締役会が真摯な検討を⾏ったうえで、買収

に応じないと経営判断した場合には、結果的に買収が成⽴し

たとして、買収に応じないという取締役の経営判断が善管注

TOPIC 会社・M&A
「企業買収における行動指針」

のポイント（案）と Q&A（案）

弁護士　野村 祥子

1 はじめに

経済産業省は、 2023 年 8 ⽉に公表した「企業買収におけ

る⾏動指針」
1

（以下「本指針」といいます。）について、本

年 6 月 18 日、「『企業買収における行動指針』のポイント

（案）」
2

（以下「ポイント案」といいます）及び「『企業買収に

おける行動指針』Q&A（案）」
3

（以下「Q&A 案」といいます。）

を公表し、パブリックコメントの募集を開始しました。そこ

で以下、これらが公表されるに至った理由およびポイント案・

Q&A 案の内容を概観します。

2 本指針の概要

本指針は、上場会社の経営支配権を取得する買収を巡る当

事者の行動の在り方を中心に、M&A に関する公正なルール形

成に向けて共有されるべきベストプラクティスを提示するも

のです。買収者あるいは被買収者（＝対象会社）の立場になっ

たときの行動の指針として、あるいは買収・被買収への備え

としても参照されています。

本指針では、望ましい買収とはどのようなものかを位置づ

けたうえで、買収提案を巡る取締役及び取締役会の行動規範、

買収に関する透明性向上のための買収者あるいは対象会社に

よる情報開示の方向性、買収への対応方針・対抗措置につい

ての考え方などを示しています。

3 ポイント案・Q&A 案の策定・公表の理由

（1）このたび経済産業省より、本指針をより理解するための

解釈指針としてポイント案と Q&A 案が公表されました。こ

れらが公表されるに至った経緯について、経済産業省は以

下のとおり説明しています（下線部筆者）。

「・・本指針の策定以降、ベストプラクティスという当事者

間の共通の判断枠組みの下で、真摯な買収提案に対する真摯

な検討がより一層実行されるようになった。また、日本企業

が関連する M&A の件数・金額は、2024 年・2025 年と 2 年連

続で増加しており、本指針が参照される場面も増加している。

一方で、本指針の趣旨が十分に理解されていない可能性が指

摘されていることも踏まえ、経済産業省は「公正な買収の在
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に含まれる、と説明しました（3頁。Q&A 案・問 4でも解説）。

とはいえ、定性的価値が過度に強調されることにより、経

営陣の保身を図るための説明として利用されることがあって

はならないことはいうまでもありません。

エ　取締役会の経営判断

上場会社の取締役会は、買収提案を受けた後、提案内容に

ついて検討のうえ、対象会社として買収に賛同するか否かに

ついて意見表明することになります。

本指針では、買収価格等の取引条件が軽視されるようなこ

とがあってはならず、過去の株価水準よりも相応に高い買収

価格が示されていることから、合理的に考えれば企業価値を

高めることが期待し得る提案であれば、取締役・取締役会と

してはこれを十分に検討する必要がある、とされています（15

頁）。これについて、相応に高い買収価格が示されていれば、

それと同程度の企業価値を高める買収提案であって、企業価

値を高める買収提案であれば断ることができない、と解する

向きもあったようです。

この点、ポイント案では買収提案の検討において考慮すべ

き事項を改めて示すとともに、取締役会は買収に応じるか否

かについて経営判断の原則に基づく広い裁量を有しているこ

と、真摯な検討を⾏ったうえであれば、買収に応じるか否か、

あるいは第三者との提携等の戦略的な選択肢も含めて広い裁

量をもって経営判断しうることを明確にしました（7 頁。Q&A

案・問 6でも解説）。

オ　その他

これらのほか、企業価値と買収価格との関係などについて

もポイント案及び Q&A 案の双方で解説されています。

5 おわりに

ポイント案及び Q&A 案はパブリックコメントを経て必要な

修正等が加えられたうえで確定する見込みです。

ポイント案及び Q&A 案を併せて参照することによって本指

針の考え方がより明らかになり、買収者、対象会社その他市

場関係者にとって企業買収をめぐるプロセスについての予見

可能性は高まることになります。

「同意なき買収」提案は予告なくなされることになりますの

で、現時点で具体的な買収提案がなされているわけではなく

とも、本指針を参照し、平時における企業価値向上に向けた

取り組みを行うとともに、有事において取締役会としてどの

ように行動するか、第三者委員会の設置はどうするか等、備

えておくことが必要であると考えられます。

意義務違反になることは想定されないこと、同様に、取締役

会が、株主が享受すべき利益が確保される取引条件で買収が

⾏われることを⽬指して合理的な努⼒を尽くしたうえで、最

も企業価値の向上に資する提案に賛同すると経営判断した場

合には、結果的に取締役会の判断とは異なる提案に係る買収

が成⽴したとしても、取締役の経営判断それ⾃体が善管注意

義務違反になることは想定されないことなどが示されていま

す（Q&A 案・問 7）。

イ　「望ましい買収」

対象会社（及びその株主）に対してなされた買収提案が「望

ましい買収」か否かについて、本指針では、当該提案が企業

価値ひいては株主共同の利益を確保し、又は向上させるかを

基準に判断されるべき、とされています（7 頁）。この点「株

主共同の利益」とある点を重視して、高い買収価格であれば

株主に利益をもたらすから「望ましい買収」であると解する

傾向もあったようです。

ポイント案は、望ましい買収か否かは対象会社の「企業価

値ひいては株主共同の利益を確保し、⼜は向上させるか」を

基準に判断されるべきであり、対象会社の企業価値の向上と

株主共同の利益の確保の双⽅に資する買収が「望ましい買収」

であること、そして⾼値の買収価格であることのみをもって

「望ましい買収」に当たるものではなく、「企業価値の向上」

が前提となることを改めて示しました（3 頁。Q&A 案・問１で

も解説）。

なお、対象会社の取締役会は、買収提案に応じないと経営

判断した場合には、その理由について判断根拠とともに説明

する必要があると考えられますし、また、⾃社の企業価値向

上策を実⾏し、当該買収により想定された企業価値を中⻑期

的に超えることで、株主共同の利益を確保することが期待さ

れます（ポイント案 8頁）。

ウ　「企業価値」の考え方

本指針に、対象会社の経営陣は測定困難な定性的価値を強

調することで、企業価値の概念を不明確にしたり、経営陣が

保身を図るための道具とすべきではない、ということが指摘

されていました（9 頁）。これにつき、買収提案に対して従業

員や取引先などのステークホルダーが反対の意向を表明して

いても、これは定性的な価値に過ぎないから企業価値の中で

考慮してはならないと、やや行き過ぎとも思われる捉え方が

あったようです。

ポイント案では、企業価値とは企業が将来にわたって⽣み

出すキャッシュフローの割引現在価値の総和を意味する定量

的な概念である、としたうえで、⼀⾒して定性的な価値であっ

ても将来のキャッシュフローを増加させたり、キャッシュフ

ローの現在価値を算出する際の割引率が低下したりすること

により、将来キャッシュフローの割引現在価値を⾼めること

が合理的に⾒込まれる場合には当該定性的な価値も企業価値

( 注 )

1　 https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/kosei_
baishu/pdf/011_s01_00.pdf
2　 https://www.meti.go.jp/files/000001394.pdf
3　 https://www.meti.go.jp/files/000001395.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/kosei_baishu/pdf/011_s01_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/kosei_baishu/pdf/011_s01_00.pdf
https://www.meti.go.jp/files/000001394.pdf
https://www.meti.go.jp/files/000001395.pdf
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4　 https://www.meti.go.jp/files/000001393.pdf
5　 第 9 回　公正な買収の在り方に関する研究会事務局資
料 https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/kosei_baishu/
pdf/009_04_00.pdf

堂島法律事務所ウェビナー
第 33 回　インバウンド時代の外為法———対内直接投資規制の実務ポイント

講師：弁護士　金永志

開催日時：2026 年 8 月 19 日（水）　15 時 00 分～ 15 時 30 分

 

 日本へのインバウンド投資が加速するなか、外資からの出資や M&A に関

わる外為法の対内直接投資規制の重要性が高まっています。本セミナーで

は、届出・審査の要否や手続の流れといった実務上のポイントを整理する

とともに、牧野フライス製作所の買収事案や 2026 年成立の改正外為法の

最新動向にも触れ、法務担当者が押さえておくべき勘所をご説明します。

https://us02web.zoom.us/webinar/register/WN_tzjzipSJTR6DHdoDRxR6Iw

https://www.meti.go.jp/files/000001393.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/kosei_baishu/pdf/009_04_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/kosei_baishu/pdf/009_04_00.pdf
https://us02web.zoom.us/webinar/register/WN_tzjzipSJTR6DHdoDRxR6Iw
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弁護士　大 川  治

近時の実務話題＆裁判例レビュー

改正個人情報保護法が公布――課徴

金制度の導入

本ニュースレター 4 月号でご紹介した「個人情報の保護に

関する法律等の一部を改正する法律案」は、7 月 10 日の参議

院本会議で可決・成立し、17 日に令和 8 年法律第 56 号とし

て公布されました
1

。平成 27 年改正以降のいわゆる 3 年ごと

見直しに基づく改正であり、課徴金制度の導入をはじめ 12 項

目にわたる見直しが行われる、平成 17 年の法施行以来最大規

模の改正となります。

最も注目される課徴金制度については、国会審議を経て、

その適用範囲が相当程度絞り込まれた内容で確定しました。

まず、課徴金納付命令の対象となる違反行為は、①不適正な

利用の禁止（法 19 条）違反、②適正な取得（法 20 条１項）

違反、③第三者提供の制限（法 27 条１項）違反、④統計作成

等の特例に係る違反（目的外利用・第三者提供）の 4 類型に

限定されます。加えて、事業者が違反防止のために相当の注

意を怠っていなかった場合は対象外とされ、また個人の権利

利益が侵害されたか、侵害の具体的なおそれが生じた場合に

限られるほか、対象行為に係る本人の数について 1,000 人を

基準とする大規模な事案に限定されます。したがって、情報

漏えいが生じたことのみをもって直ちに課徴金が課されるも

のではなく、悪質かつ大規模な違反行為に的を絞った制度設

計となっています。

課徴金の額は、当該違反行為により事業者が得た財産上の

利益に相当する額とされています。制度の趣旨は、現行法の

下では、個人情報保護委員会の勧告や命令を受けて違反行為

を中止した場合であっても、違反により得た経済的利得をそ

のまま保持できてしまうという点に着目し、違反行為の経済

的誘因を減殺することにあります。従来は委員会の命令に違

反した場合の刑事罰のみが措置されていたところ、命令違反

を経ずに直接金銭的な不利益を課す仕組みが加わることで、

執行力が大きく強化されることになります。あわせて罰則も

強化され、不正提供罪の対象が拡大されるとともに、不正取

得罪が新設されます（いずれも 2 年以下の拘禁刑又は 100 万

( 注 )

1　https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/

r8kaiseihogohou/

円以下の罰金）。

このほかの主要な改正事項として、① 16 歳未満のこどもの

個人情報について、同意取得や通知等の場面で法定代理人を

対象とすることの明文化及び本人の最善の利益を優先して考

慮すべき旨の責務規定の新設、②顔認証データ等を「特定生

体個人情報」として定義し、取扱いの事実の通知義務、違法

な取扱いがない場合でも認められる利用停止請求権、オプト

アウトによる第三者提供の禁止を適用すること、③統計情報

等の作成を目的とする場合に限り一定の条件の下で第三者提

供に係る本人同意を不要とする特例の新設、④電話番号・メー

ルアドレス・Cookie ID 等を「連絡可能個人関連情報」とし

て定義し不正取得・不適正利用を禁止すること、⑤権利利益

の侵害のおそれが少ない場合における漏えい等の本人通知義

務の合理化などが盛り込まれています。

施行時期については、一部の規定が令和 9 年１月 17 日、主

要部分は公布から起算して 2 年以内（令和 10 年 7 月 16 日ま

で）の政令で定める日とされており、各規定の具体的な施行

日は今後の政令で確定します。課徴金制度の算定方法の細目、

特定生体個人情報の範囲、統計特例の適用条件等については、

今後、政令・委員会規則及びガイドラインの整備が予定され

ており、その内容が実務上の対応を大きく左右することにな

ります。

準備期間は 2 年程度確保されていますが、改正内容は広範

であり、情報の類型も一層複雑化しています。事業者におい

ては、まずは自社が取り扱う個人情報の棚卸し（とりわけ生

体情報及び 16 歳未満のこどもに関する情報の有無の確認）に

着手し、あわせて課徴金リスクを経営レベルの課題として位

置づけた上で、プライバシーポリシーの改定、漏えい発生時

の対応フローの点検、委託先管理体制の見直し等を段階的に

進めることが望まれます。

https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/r8kaiseihogohou/
https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/r8kaiseihogohou/
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あることからすれば、ユーザーへの販売に至るまでに生じる

費用を流通業者に一部でも負担させる場合には、メーカーが

その費用を負担したとは認められないことになると明言して

いる点です。すなわち、例外に該当するためには危険及び費

用の全部をメーカーが負担することが要求されており、「指定

価格制度」という名目を用いながら実質的な危険・費用の負

担を伴わない形で価格を拘束することは、なお独占禁止法違

反となり得ます。あわせて、公正取引委員会のウェブサイト

の「よくある質問コーナー（独占禁止法）」にも関連する設問

が追加されています。

直接販売への移行や販売代理店スキームの再構築を検討す

る企業においては、契約上の危険負担及び費用負担の条項が

今回明確化された基準を満たしているかを個別に検証する必

要があります。特に、在庫保管費や輸送費の一部を流通業者

側の負担としている契約類型については、価格指示を伴う限

り、独占禁止法上のリスクが残ることになりますので、営業

部門を含めた社内の周知が重要となります。なお、公正取引

委員会は、事業者が実施しようとする具体的な取組について

の個別相談に積極的に対応する方針を示しています。

公正取引委員会は、7 月 8 日、「流通・取引慣行に関する独

占禁止法上の指針」（流通・取引慣行ガイドライン）の改正

を公表しました
1

。本年 5 月 13 日に公表された改正案に対し

て 19 件の意見が提出され、これを踏まえて原案を一部変更し

た上で成案とされたものです。今回の改正は、近時、家電製

品等の分野で広がりを見せている、メーカーが流通業者に対

して自社商品の販売価格を指示するいわゆる「指定価格制度」

について、独占禁止法上の考え方を明確化するものであり、

メーカー・卸売業者の価格政策や販売スキームの設計に直結

する実務上重要な改正です。

前提として、メーカー等が自社商品を購入する小売業者等

に対してその販売価格を指示し、これを守らせる行為（再販

売価格維持行為）は、競争手段の重要な要素である価格を拘

束するものであるため、独占禁止法上、原則として違法とさ

れます。もっとも、本指針第 1 部第 1 の 2(7) は、委託販売の

場合など、例外として通常違法とならない場合の考え方を明

らかにしていました。今回の改正は、この例外に該当する場

合の考え方及びその具体例を追加したものです。

具体的には、従来「実質的にみて当該事業者が販売してい

ると認められる場合」とされていた記述が、「流通業者に対し

て商品を販売する場合であって、メーカーが、流通業者にお

いて当該商品のユーザーへの販売に至るまでに生じる危険及

び費用を自ら負担することにより、実質的にみて当該メーカー

がユーザーに販売していると認められる場合」に改められま

した。そして、メーカーが負担する必要のある「危険」の具

体例として、売れ残った場合、契約不適合があった場合、在

庫保管について管理者としての注意義務の範囲を超えて商品

が滅失・毀損した場合、代金回収が不能となった場合が挙げ

られ、「費用」の具体例として、在庫保管費、輸送費、広告宣

伝費が示されています。また、流通業者からの協議の要請に

応じ、協議によって確認された費用をメーカーが負担した場

合も費用を負担したことになるとされていますが、その場合

にはあらかじめ当該費用をメーカーが負担することや費用項

目・負担方法等を明示する必要があるとされています。

実務上特に留意すべきは、公正取引委員会事務総長が定例

会見において、再販売価格維持行為が原則として違反行為で

( 注 )

1　https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2026/

jul/260708_soushi_ryutori.html

公正取引委員会、流通・取引慣行ガ

イドラインを改正――いわゆる「指

定価格制度」の独占禁止法上の位置

づけを明確化

mailto:newsletter%40dojima.gr.jp?subject=
https://www.dojima.gr.jp
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2026/jul/260708_soushi_ryutori.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2026/jul/260708_soushi_ryutori.html

